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基調講演 ( 日本側 )

「教育開発への取組と地域社会の参加」

金子　郁容

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科兼総合政策学部教授

慶應義塾大学工学部卒。スタンフォード大学にて Ph.D. を取得。ウィスコンシン大学准教授、一橋大学教授

などを経て 1994 年より現職。1999 年から 2002 年まで、慶應義塾幼稚舎長兼任。2009 年 10 月より SFC
研究所所長兼任。専門は情報組織論・ネットワーク論・コミュニティ論。2009 年 11 月より総務省「グロー

バル時代における ICT 政策に関するタスクフォース地球的課題検討部会」部会長、2010 年 1 月より内閣府「新

しい公共」円卓会議座長、文科省「『熟議』に基づく教育政策形成の在り方に関する懇談会」座長、2010 年

11 月より「新しい公共」推進会議座長など。近著に『日本で「一番いい」学校　―地域連携のイノベーショ

ン―』（岩波書店）、『コミュニティのちから』（共著　慶應義塾大学出版会）ほか著書多数。
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講演主旨

「教育開発への取組と地域社会の参加」

金子　郁容

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科兼総合政策学部教授

1. 少子高齢化する日本と教育改革の流れ

　日本は急速に少子高齢化している。配布資料 p2 にあるように日本の人口は 2005 年にピークとなり、そ

れ以来、減少の一途を辿っている。配布資料 p3 にあるように高齢化も進んでいる。小学校に行く年齢層は

この 50 年で半分になった（配布資料 p4）。

日本の公立学校教育は、各国から、一定の評価を受けてきた。しかし、特に、近年になっていくつか大きな

懸念が表明されている。たとえば、配布資料 p5 に例示してあるように、(i) 生徒の「やる気」や「勉強への意欲」

が薄れていること、(ii) 正解がある問題はある程度こなすが読解力や自分で考える事が苦手である傾向が見

えること、(iii) 格差社会が現実のものとして進行しており、親の収入や教育水準が世代を越えて波及する傾

向が始まっているように見えることなどである。この第三点に関しては、配布資料 p6 にあるように（2007

年の）全国統一学力調査とそれに付随した生活調査から、「条件のよい家庭の子どもは成績もよい」という

傾向がはっきり出ていることからも懸念されるものである。

　もともと天然資源が少なく、国土も狭い日本にとって、人口減少も進む中、教育の重要性はより一層、重

要なものとなっている。

　国際的には一定の評価を受けている日本の教育であるが、公立学校に対する保護者や国民一般の不満や不

信感が大きくなっているように見える。それに呼応した形で、また、社会の変化に沿って、これまでにない、

新しい形での教育改革が始まっている。そこにはふたつの対照的な潮流が並存している。ひとつは、学校に「競

争」と「評価」と一定の「結果責任」を求める、つまり、教育に市場におけるような競争原理を導入するこ

とで学校を活性化させようという「外から」の改革アプローチである。もうひとつは、「地方分権」、「学校

の自律性」、「住民参加」ないし「教育を受けるものの意向の重視」を実現しようという、つまり、学校をよ

り自律した存在にしつつ地域連携を促進することで「内から」の変化を作り出そうというアプローチである。

　このうち、二番目のアプローチが、本稿のタイトルでいう「地域社会の参加」を促しているものである。

これまでの調査や観察からすると、法制化による学校評価の普及や（悉皆からサンプルになった）全国学力

調査など、「外からのアプローチ」を適切に活用しつつ地域社会の支援や学校運営への関与が実現すると、

閉鎖的になりがちな学校が「透明化」される。また、保護者や地域住民が学校運営に参画することで当事者

意識をもつなどから、学校を活性化し、学校と地域の関係をよりよいものにし、結果として、よりよい学校

になることに寄与していると思われる（配布資料 p8）。実際、2003 年における東京都足立区における全小

中学校を対象にした調査（梅香家絢子による 2003 年度慶應義塾大学の修士論文）によれば、学校と地域の

関係がポジティブに変化することによって、地域が学校の授業参加や行事に参加することがよい影響を与え、

また、地域が学校運営に参画することがそのための鍵になっている傾向があることが推測される。

　

2. 教育改革国民会議とコミュニティ・スクール

　日本の公立学校制度が国際的に一定の評価を受けているにも拘らず、公立学校への不満・不信が高まって

きた背景には、さまざまな社会的・経済的背景がある。グローバル化のうねりのなかで、日本社会は経済優
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先の競争社会に大きく舵を切った。情報化が進み、それまで日本社会の得意とされてきた集団の力ではなく、

個人の力が社会経済をひっぱってゆくという考え方が優勢になった。それにつれて、自己責任を求める風潮

も強くなり、社会格差が大きくなった。

　さらに、誰でも、どこでも、さまざまな情報が簡単に得られるようになり、子どもたちを取り囲む刺激が

強まり、親の知らないところで、時にはよからぬつながりができている。また、少子化の中で親や社会の期

待が子どもたちへのプレッシャーとなっている。元気で機を見るに敏な人は誰でも「成功」できる社会は、

一方で、子どもたちの間で、はじめから諦めてしまう無気力な層を増加させている。家族や地域社会のむす

びつきが希薄になり、学校をはじめとするかつての組織体がそれまでの権威を失い、それにつれて、よくも

悪くも子どもたちの行動を制約していた伝統的な力が弱まっている。その中で、子どもたちの生活環境も意

識も大きく変わりつつある。そのような社会の変化に、教育行政システムが追いついて行けなくなったので

はないかと思われる。

　2000 年の教育改革国民会議をひとつの契機として、日本の教育政策が、時代の流れに沿って変わってきた。

教育改革国民会議の最終報告書に盛られた、「学校を変える 17 の提案」の背後には、それまでのピラミッド

型官僚システムによる教育を方向転回させるという考え方が存在しているのであるが、それも「外から」の

活性化という要素を入れながら、一方で「内から」の変化の促進を指向するという二つの方向性を並存させ

たものである。

　教育改革国民会議（の第二分科会）は、 (i) 教師の意欲や努力が報われ評価される体制をつくる、(ii) 地域

の信頼に応える学校づくりを進める、(iii) 学校や教育委員会に組織マネジメントの発想を取り入れる、(iv) 

授業を子どもの立場に立った、わかりやすく効果的なものにする、(v) 新しいタイプの学校（“コミュニティ

スクール”等）の設置を促進する、という五つの大きなくくりで、それぞれ、いくつかの具体的提言を提示

した。第二分科会のこれらの提言は、数年かけて多くが制度化された。学校教育改革のその後の方向性をか

なりの部分を先取りしているものであったと言える。

　このうち、コミュニティ・スクールは、「内から」のアプローチ、つまり、「教育を分権的にする」「学校

の自律性を高める」「地域連携を促進する」を促進しながら、学校や地域の自主性（および、一定の責任）

を求めるという、2000 年以降の教育政策の変化の象徴である。

　コミュニティ・スクールとは保護者や地域住民が一定の権限と責任をもって学校経営に参加する仕組みで

ある。市区町村教育委員会が「学校運営協議会」を設置し「この学校はコミュニティ・スクールだ」と指定

することで発足する。国や都道府県が主導するものではないという意味で、非常に分権的な制度である。保

護者や地域住民が参加することが法律で定められている学校運営協議会は、校長から提出される学校の基本

方針を承認すること、および、教員採用について任命権者（人事権をもつ機関）に対して正式に意見を表明

することができると法律に定められている。任命権者は「その意見を尊重すべきである」と規定されている。

その一方で、学校運営協議会メンバーは校長とともに学校経営を担うことの責任も負っている。コミュニ

ティ・スクールは、2010 年末現在、全国で 600 校以上誕生している。

　

3. 事例：三鷹市の小中一貫コミュニティ・スクール

　東京都三鷹市では中学校区ごとに「ひとつの」小中一貫コミュニティ・スクールを立ち上げるということ

を、自治体独自の基本的な考え方に沿った教育政策の中心に据えている。実際、2008 年 4 月までに市立の

すべての小中学校をコミュニティ・スクール指定するとともに、中学校区ごとに「学園」を設置し、すべて

の中学校区で小中一貫教育を実施している。

　三鷹市の小中一貫コミュニティ・スクールの第一号である「にしみたか学園」の調査によると、初年度



14

から一定の成果が出ている。「にしみたか学園」コミュニティ・スクール委員会が実施した学校評価やヒア

リングによると、「学園」設置による小中一貫教育の効果（「三校の連携がとれている」「小中教員の協力し

た指導」「選択授業が充実している」など）について 、特に小中一貫の交流機会が多い小学校 6 年生や中学

校 1 年生の児童生徒の多くが肯定的な回答をしていることが確認された。小中の児童生徒の交流について

は、特に顕著な効果があることが分かった。児童生徒のアンケート回答で肯定的なものが多く、また、挨拶

運動、募金活動、清掃活動などについて三校が歩調を合わせて行うようになり、中学生の活動をみて小学生

が幼稚園でボランティアを始めた、学校以外の地域行事に中学生が参加して年下の子供の面倒をよくみるよ

うになったなどの報告があった。学園長や連携担当者からは、小中教員の段差が埋まり、先を見通した指導

で一貫性が出たという意見があるなど、教員へのポジティブな影響が大きいことが確認された。これらは、

2007 年度の慶應義塾大学の外山理沙子による修士論文での小中一貫校全国調査と同様の傾向を示すもので

ある。

　小中一貫のコミュニティ・スクールは、保護者・地域住民の学校支援活動についても成果が上がっている。

コミュニティ・スクール委員会に 30 名程の保護者や地域住民がメンバーとなり学校評価を主催するなど学

校運営に積極的に参加した。学校支援のための「サポート隊」の登録者数と実働延べ数は、06 年度から 07

年度にかけて、登録者が約 250 名から約 320 名に、実働延べ数が約 890 名から約 2300 名と大きく増えて

いる。地域住民や保護者による授業支援は実働延べ数で 06 年が 630 名、07 年で 1500 名となっている。

複数の学校の「寄り合い」にも関わらず地域連携が高いレベルで進んでいるということは、小中一貫でかつ

コミュニティ・スクールであることの効果であろう。

　「にしみたか学園」ではかなり徹底した学校評価が実施されているのであるが、一年目と二年目の調査結

果を比較すると、ほとんどの調査項目で肯定的な回答が増えている。たとえば、「一貫したカリキュラムの

効果」について一年目は保護者の回答では学校の取組みが十分に伝わっておらず「分からない」がかなり多

かったが、二年目には理解が進み「分からない」の割合が顕著に（33％）減少した。小中交流については、

児童生徒が肯定的な反応が一年目よりさらに上がった。保護者・地域住民の学校支援活動への参加が増えて

いることはすでに述べた通りである。

　コミュニティ・スクールの他にも、世の中の流れに対応すべく、地域の参加と自律性を高める、分権化を

推進するさまざまな教育の施策や制度が増えてきている。コミュニティ・スクール制度を含めて、地域参加

や学校運営への参画を促進することで、それぞれの地域の人たちが考える「よい学校」を作るためのツール

として利用するという視点が重要であろう。
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